
 

 

 

 

  

 障害者自立支援法が障害者総合支援法に変わったため、「障害程度区分」も「障害支援区分」に変わりました。

【平成２６年４月１日施行】（新たに区分判定を受ける方は、障害支援区分に変わります）今回はこの説明を 

します。まず、定義はこのように変わりました。 

障害者総合支援法における「障害支援区分」への見直し 

【定義】 

障害者等に対する障害福祉サービスの必要性

を明らかにするため当該障害者等の心身の状

態を総合的に示すもの 

【定義】 

障害者等の障害の多様な特性その他心身の

状態に応じて必要とされる標準的な支援の

度合いを総合的に示すもの。 

＊二次判定で引き上げられた割合 

(平成２２年１０月～平成２３年９月) 身体：20.3％ 知的 43.6％ 精神 46.2％ 

(平成２３年１０月～平成２４年９月) 身体 17.9％ 知的 40.7％  精神 44.5％ 

 そこで障害支援区分の新判定式では、障害程度区分の二次判定の結果を踏まえて、障害支援区分の一

次判定に盛り込まれました。具体的に変更された障害支援区分の一次判定は次のようになりました。 

 つまり「障害の程度(重さ)」ではなくて、支援の必要の度合いを総合的に判断することになりました。

では、何故変える必要があったのでしょうか？それは、障害程度区分は、知的障害者及び精神障害者に

ついて一次判定で低く評価され、二次判定で引き上げられる割合が高いことから、障害の特性を反映す

るよう見直すべきではないか、との課題が指摘されたからです。パーセンテージで見ても明らかです。 

障害程度区分 障害支援区分 

調査項目の追加 

調査項目の統合 



 

 調査項目の削除 

 これに現在まで使われていたものを合わせて 80 項目になりました。（今までは 106 項目） 

また、二次判定のみで行われた医師意見が障害者支援区分では、一次判定でも行われるようにな

りました。内容としては、てんかん、精神障害の機能評価、そして調査項目で削除された麻痺(5項

目)拘縮(6 項目)があります。ちなみに、二次判定ではこれらの項目を除いた医師意見書があります。

分かりやすくしたものが下の図になります。 

 細かい変更点はもう少しありますが、大きな変更点は今回記したようになっています。 

また 2年後に障害支援区分の検討をすることになっています。 （文責 林祐太） 


